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1．はじめに 

地域における業種ごとの事業所数は，人口密度や

人口よりも面積と人口を説明変数とする数理モデル

（以下，モデル）により高い相関で再現（見積もり）

できる。このモデルの最初の研究[1]は米国 48 の州

が対象であり，日本においても従来研究[2][3]等があ

る。著者らの先行研究[4][5]はコンパクトシティのた

めの知見獲得を念頭に，おもに関東一都六県の小地

域を対象に日常生活に必要な業種について考察を続

けてきた。本稿はこのモデルを台湾に適用する。 

2．業種ごとに事業所数を見積もる数理モデル 

前章に述べたモデルを次式に示す。 

業種ごと事業所数(見積もり) = 𝑘・面積
α
・人口

β
 

k は比例係数であり真値との相関で求める。従来研

究では 𝛼 = 1/3, 𝛽 = 2/3  であり，本稿はこの値を標

準値と称し，そのモデルを Mdとする。先行研究は

𝛼, 𝛽に該当するパラメータを標準値ではなく下記 2

値の相関が最も強い値を探索して決定することを提

案した。このモデルをMoとする。 

真値：現存する事業所数 

面積
α
・人口

β
 

このほか先行研究は，面積よりも可住地面積を使

用した方が相関は強い，業種により人口よりも面積

の指数係数の値(𝛼  が大きい（及びその逆），夜間よ

りも昼間人口が相関の強い業種，業種の B to B，B to 

(B+C ，B to Cによる違い，などを明らかにした。こ

れらは日本における結果である。 

3．適用地域と使用する統計について 

(1  台湾選定の理由 

モデル構築に必要なデータ及び条件を示す。 

 小地域であること：先行研究でのコンパクトシ

ティ及びこれまでに得た知見と比較のため 

 小地域の人口および面積（できれば可住地面積） 

 小地域の日常生活に必要な小分類業種ごとの

事業所数（政府統計が望ましい） 

海外地域として，パリ特区，ロンドン，オランダ，

韓国，オーストラリアの州などを検討したが，日本

の都道府県に相当する規模の統計であり，さらに事

業所数よりも労働従事者に関係する統計が多い。一

方，台湾ならばおおむね所望するデータが得られた。 

(2  地域区分について 

台湾の行政区は「市，県」の下に，「TownCity， 

Distincs，Township」の区分（以下，小区分と称する）

がある。小区分（地域数 358）による分析結果を T1，

前者の「市，県」区分（地域数 20）による分析結果

を T2と表現する。 

(3  使用する統計データ 

人口及び面積は台湾政府統計局（2016年）[A]，郵

便局数は（2016年）[B]から取得する。また，日本の

経済センサスと同様な統計[C]が 2016 年調査結果と

して公開されているが，その統計はほぼ工業に関す

るものであり，そのなかから日常生活に関係する小

分類の業種として「Human Health and Social Work 

Activities」を用いる。具体的には，病院,クリニック,

医療検査施設,在宅を含む介護施設,居住場所がない

ソーシャルワーク施設などがまとめて含まれている。

これを本稿は健康系と称する。このほかの業種とし

て，先行研究日本の知見と比較するため，ガソリン

スタンド（以下，SS：サービス・ステーション），歯

科（単科のみ），洗濯業（コインランドリーを除く），

美容業（理髪店を含む）の各事業所数を Google検索

により取得した。 

Google検索の実施は 2021年 9月及び 10月であり，

小区分の最新人口[A]は 2016 年である。そのため

Google検索のデータを用いる場合は，2021年 8月現

在の市/県人口[D]を参照し，表 1（紙面制約上一部の

み掲載）に示す人口増減率で 2016年各小区分人口を

一律に比例補正した（面積は不変とみなす）。 
 

表 1 人口補正（一部のみ掲載） 

行政 
区分 

2016年 1月 
（人） 

2021年 8月 
（万人） 

人口 
増減率 

台北市 2,704,974 255 0.94 

新北市 3,973,056 402 1.01 

基隆市 372,019 37 0.99 

桃園市 2,108,786 227 1.08 

新竹県 543,139 57 1.05 

苗栗県 563,489 54 0.96 
 
(4  日本のデータ 

比較のため先行研究[5]で取り上げた関東一都六

県 254地域のデータを使用する。面積（可住地面積

ではない）と夜間人口は 2015年国勢調査，事業所数

は 2016年経済センサスであり，美容業は美容業と理

容業に分かれるため両値の合計を用いた。 

4．分析結果 

面積と人口密度による回帰結果（Excel：CORREL

関数）を表 2，人口及びモデル（Md，Mo）の結果を

表 3に示す。表の Jは 3章(4 日本のデータによる結

果である。相関係数 0.7以上のみを表記し，表 2,3の

空白及び表 2で掲載がない業種はすべて 0.7未満で

ある（四捨五入。さらに見やすくするため 1.0を 1と

表記）。なお，真値（現存する事業所数）が 0ではモ
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デル式が成立しないので事業所数 1以上の地域でパ

ラメータ探索をおこなっている。表 3にその地域数，

決定係数（Excel：RSQ 関数）の値をあわせて示す。 

表 2 面積および人口密度との単回帰結果 

 面積 人口密度 

T1 T2 J T1 T2 J 

歯科      0.7 

洗濯業      0.7 

健康係    0.7   

 
(1  表 2は面積による相関はなく，人口密度と相関が

強い業種も一部であることを示す。表 3（T1,T2）は

人口，Md，Moに顕著な違いがなく，若干 Moが良

い程度を示す。T1は事業所数が 1桁の地域も多いに

もかかわらず人口による再現性が高く，T1,T2 とも

に表 2で示した面積との相関がなければ，モデルの

面積の影響も小さくなり予測できる結果である。従

って，分析に要するコストを考えれば，事業所数は

人口を説明変数として強い相関が得られる。 

(2  日本の場合，可住地面積ではないが先行研究の結

果と顕著な違いはなく表 3は Moの有用性を示す。

表 4に Moの面積と人口の各指数係数の値を示す。

日本の SS，美容業，郵便局では面積の影響があるが

台湾はそれよりも小さい。 

(3  SSについて日本はMd,Moで 0.8以上の相関，さ

らに人口ではなく需要の直接的な要因である自動車

台数を用いればさらに強い相関を得ることができる

[5]。台湾の場合，バイクのトップメーカー[E]によれ

ば，世界で最も二輪車が普及，その台数は人口 100

人あたり 60台以上，日本の 6倍以上の普及率と発表

している。[5]の結果から推定すれば，人口よりも二

輪車台数を考慮する必要があろう（しかしながら，

現実には小区分での保有台数取得は困難と考える）。 

(4  歯科は日本では人口に大きく依存するが，台湾で

は何らかの結果も得られなかった。参考までに台湾

の健康保険の被保険者数は総人口の約 90％相当

（1995年）であり（現在まで増加傾向），歯科治療も

給付対象である[6]。従って，歯科治療費が高く需要

が少ない要因は除外され，日本と同様な結果を予測

したが異なる結果を得た。[6]は医療提供体制の地域

差があることに言及しておりその要因も考えられる。 

5．おわりに 

このモデルは日本において有用性がある。台湾に

おいては，SSと歯科以外は人口で強い相関が得られ

た。日本以外からコンパクトシティのための知見取

得を考えると，台湾小区分で該当するような地域の

詳細，このほかには，オーストラリアビクトリア州

で著者らの研究に該当するコンパクトシティを実践

している都市があり，そのような地域と台湾の歯科

を含めた分析が次の課題である。 
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                          表 3 人口およびモデルとの回帰結果                    表 4 探索モデル(Mo の面積と人口の各指数係数 
  T1 T2 J  T1 T2 J 

業種 地域数 

人 

口 
Md Mo RSQ 

人 

口 
Md Mo 

人 

口 
Md Mo  

面 

積 

人 

口 

面 

積 

人 

口 

面 

積 

人 

口 

SS 320   0.7 0.5 0.8 0.9 1  0.8 0.9  0.3 0.7 0.3 0.5 0.4 0.6 

歯科 249        0.8  0.9       1 

美容業 250 0.8 0.7 0.9 0.8 0.9 0.8 1 0.7 0.7 0.9   0.8  0.9 0.2 0.8 

洗濯業 231 0.9 0.8 0.9 0.8 1 0.9 1 0.9  0.9   0.9  0.9  1 

郵便局 354 0.9 0.8 0.9 0.8 1 0.9 1   0.9  0.1 0.8  0.8 0.2 0.8 

健康係 358 0.9 0.8 0.9 0.9 1 0.9 1 － － －   1  1 － － 
 


